
企 画 総 務 委 員 会 

平成２６年１２月５日 

職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（案）新旧対照表 

改  正  案 現     行 
  
 （退職手当の調整額） 

第１０条 退職した者に対する退職手当の調

整額は、その者の評価期間の初日の属する

年度からその者の評価期間の末日の属する

年度までの年度ごとに当該各年度にその者

が属していた次の各号に掲げる職員の区分

に応じ、当該各号に定める点数（以下「ポ

イント」という。）を合計した点数に、第

６項に定める退職手当の調整額の単価を乗

じて得た額とする。 

 ⑴ 第１号区分 ４０２ 

 ⑵ 第２号区分 ３３５ 

 ⑶ 第３号区分 ２６８ 

 ⑷ 第４号区分 ２０７ 

 ⑸ 第５号区分 １８５ 

 ⑹ 第６号区分 １６８ 

 ⑺ 第７号区分 １４６ 

 ⑻ 第８号区分 ０ 

２～７ 〔略〕 

   付 則 

１～１１ 〔略〕 

１２ 平成２５年４月１日以後に退職（第５

条第１項の規定に該当する場合を除く。）

する者がその者の評価期間のうち平成１９

年度以前において職員の給与に関する条例

第５条第１項第２号に規定する行政職給料

表(二)（以下「行政職給料表(二)」という。）

の適用を受け、かつ、第１０条第１項第８

号に掲げる区分に該当する期間（以下「対

象期間」という。）を有する場合は、対象

期間１年度につき、次の各号に掲げる退職

の日が属する期間に応じ、当該各号に定め

る点数（当該対象期間中に同条第４項に規

定する休職月等がある場合及び規則で定め

る事由がある場合にあっては、規則で定め

るところにより必要な調整を行った点数）

をそれぞれ合計した数に単価を乗じて得た

額をその者の退職手当の調整額に加算する。 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

 ⑶ 平成２７年４月１日以後の期間 ６８ 

１３ 前項の場合において、その者が対象期

 〔同左〕 

第１０条 〔同左〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑴ 第１号区分 ３６０ 

 ⑵ 第２号区分 ３００ 

 ⑶ 第３号区分 ２４０ 

 ⑷ 第４号区分 １８５ 

 ⑸ 第５号区分 １６５ 

 ⑹ 第６号区分 １５０ 

 ⑺ 第７号区分 １３０ 

 ⑻ 〔同左〕 

２～７ 〔略〕 

   付 則 

１～１１ 〔略〕 

１２ 〔同左〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

 ⑶ 平成２７年４月１日以後の期間 ６０ 

１３ 〔略〕 



間中に行政職給料表(二)の職務の級が２級

（平成１７年３月３１日以前の期間にあっ

ては、３級）以上であった期間（その者が

都職員等として引き続いた在職期間を有す

る場合にあっては、当該期間においてその

者がこれらに相当する職務の級以上であっ

た期間）を有するときは、対象期間１年度

につき、次の各号に掲げる退職の日が属す

る期間に応じ、当該各号に定める点数（当

該対象期間中に第１０条第４項に規定する

休職月等がある場合及び規則で定める事由

がある場合にあっては、規則で定めるとこ

ろにより必要な調整を行った点数）をそれ

ぞれ合計した数に単価を乗じて得た額を前

項の規定により退職手当の調整額に加算す

る額に加算する。 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

 ⑶ 平成２７年４月１日以後の期間 ２２ 
       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑴・⑵ 〔略〕 

 ⑶ 平成２７年４月１日以後の期間 ２０ 
         

   付 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 


